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ー東京の木造住宅密集地域におけるケーススタディー
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　In recent years in Japan, existing social systems and residential systems have failed to 
function well due to the declining population and the diversification of families’ forms. As a 
method of recycling cities, we will exploit the possibility of sustainable management system by 
local Neighborhood using space and buildings in common.
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はじめに
　近年の日本では、高度経済成長期以降の経済成長を前
提とした消費社会から、人口減少や少子高齢化問題を抱
えながら縮小社会へと移行している。縮小の時代にある
近年の日本においては、人口減少と少子高齢化、経済の
停滞に加え、家族形態や住まい方が変化していることか
ら、既存の社会システムや居住システムが機能不全を起
こしている。そこで、明治以降に整備された現行の土地
所有形態を再評価し、都市をリサイクルする方法として、
空き家・空き地等の未利用の土地・建物を共同利用し、
地域住民による持続可能な管理・運営を実現するシステ
ムの可能性を模索する。
第 1 章　土地の所有と利用
１．近代日本の抱える問題
ⅰ．縮小する日本と空き家
　総務省の住宅・土地統計調査によると、日本の総人口
は 2053 年に 1 億人を下回る予想がされている。人口減
少の流れは東京にも及び、2025 年に人口が減少に転じ
る。高齢化率と高齢者単身世帯率の増加に加え、人口減
少を起因とした空き家戸数の上昇も問題となっており、
都内の空き家戸数は年間１万戸ペースで増加している。
ⅱ．不動産バブル
　人口減少社会の中、都内では建設ラッシュが起こって
いる。こうした背景には、土地・建物が『利用より所有』
の考えのもと、資産価値で判断されているため、人間の
生活のために利用されていない現状がある。
ⅲ．問題意識
　経済学者である宇沢弘文の「社会的共通資本」の視点
から都市組織を見ると、土地や建物は社会的共通資本を
構成する自然環境や社会的インフラストラクチャーであ
る。宇沢は、土地や建物は私たちの生活を支える役割を
果たすべき社会的共通資本であり、私的所有のもと利益
追求の対象にすべきではないと説いている。
　縮小社会を迎える日本、東京においては、土地や建物
を社会的共通資本として、所有から利用へ、第三者の手
から利用者自身で管理・運営することが求められている。
２．土地政策と目指すべき方向
ⅰ．空き家と空き地の再利用
縮小社会の状況下では、高度経済成長期のような、新し
く環境を構築するという考え方は限界を迎え、すでにあ
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る環境をいかにつくり変えていくかという取り組みが求
められているはずだ。やはり、ここでヒントになるのは
全国で増え続ける空き家と空き地である。
ⅱ．空家法
　空家法のもと、自治体は特定空き家の改善に向けて対
策を講じているが、最終的には公費負担で対処せざるを
得ないのが現実である。
ⅲ．組合による管理と運営
　空き家及び空き地（以下、宅地建物と呼ぶ）を有用な
ストックとして再利用しつつ、可能な限り行政に頼らな
い持続可能な宅地建物の利用のシステムを考えてみる。
　宅地建物を社会的共通資本とする考え方を適応してみ
る。誰よりも宅地建物の周辺地域を知る地域住民が、街
区レベルで組合を組織し、所有者が不明で手の出せない
空き家や、放置されている空き家、空き地を地域住民が
共同で 管理、運営するシステムができればどうだろう。
社会的には市場価値の無い空き家が問題空き家になるこ
とを防ぐと同時に、地域住民のコミュニティを活性化さ
せるコモンスペースに、あるいは高齢化が進む地域住
民の生活 をサポートする福祉施設に生まれ変わるなど、
宅地建物の組織的な再利用は、諸問題を解決できうる画
期的なシステムになりうるはずだ。これを仮に「組合シ
ステム」 と呼ぶ。
  以上のように、宅地建物を社会的共通資本として有効 
に再利用するための組合システムを考察した。現行法で
は所有権のわからない宅地建物を利用することはほぼ不
可能で、解体という短絡的な結果に落ち着いている。こ
のまま空き家、空き地が増え続けることを考慮すると、 
組合システムのような、宅地建物を所有から利用へ転換
させる法改正の議論が必要である。
第 2 章 日本の都市における土地利用の変化 
１．明治時代からみる都市の拡大と縮小
ⅰ．変遷をたどる
  組合システムのような新しい制度を考えるときに、現 
在の日本の土地所有形態に至った変遷をたどる必要があ 
２．コンパクトシティの理念と限界
ⅰ．コンパクトシティ化の具体策
  国交省が作成した立地適正化計画の概念図では、市街 
地のなかに、都市機能を集中して構成させ、コンパクト
シティの中核を担う「都市機能誘導区域」と、その周 
辺に住居を誘導させる「住居誘導区域」という 2 つの区 
域をもってコンパクトシティ化を実現させる計画が提案 
されている。
  大規模な人口配置の転換を伴うコンパクトシティ化で 
あるが、その実施過程や実施後の郊外地区の管理につい 
て、様々な問題を抱えている。
ⅱ．住民の誘引の難しさ
　政府は都市機能誘導区域に福祉・医療・商業等の生活
サービス施設を集約させることで、住民を誘引しようと
している。しかし、誘導区域外の郊外の住宅はほとんど
が持ち家であり、区域内への住み替えは個人の買い換え
以外に選択肢がないことを考慮すると、住民が区域内に
居住地を移すことは考えにくい。
iii. 既に拡大した郊外をどうするか
　郊外住宅地が完全になくなることは不可能であり、市
街地はコンパクト化することができないと想定される。
その場合に、住宅地を支える公共インフラの維持管理は
依然として必要になるため、経費削減の効果も望めない。
る。過去にどのような歴史的及び文化的な変化があり、 
法制度はいかにそれに対応してきたのか。実際に行われ 
た政策は有効であったのか、うまく機能しているのか。 
ix．小結
100 年以上の歴史を評価することは不可能だが、ここで 
は土地の所有・利用形態の変化とコミュニティ・コモン 
ズの関係性を軸に、各時代の重要事項を取り上げながら、 
未来の日本の土地利用の方向性を示したい。
  サブプライムローンと東日本大震災によって、土地・ 
建物が一瞬にして消滅する光景を目にした。さらに、
2010 年をピークに人口が減少を始めたことから、人々
は相互扶助の関係やコモンズの大切さを再認識し始めて
いるのではないだろうか。
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図３　組合システム評価
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さらに、立地適正化計画のイメージ図には、駅前の都市 
機能誘導区域と周辺の住宅誘導区域、それらを結ぶ交通 
機関以外のエリアについては空白となっていることか
ら、 市街地のコンパクト化以降の非集約化エリアの管理
に関する具体的な政策が提示されていない。
３．自治体による取り組み事例
ⅰ．自治体・住民による取り組み
  今後も、人口減少によって空き家・空き地がさらに増 
加していくが、これを有用なストックとして有効活用が 
できれば、地域の資産として生まれ変わるポテンシャル 
をもっている。「新しく環境をつくる」のではなく「既
存 の建物・環境をいかにつくりかえていくか」と移行
することが重要である。
 ii. 太子堂 2・3 丁目地区まちづくり
  太子堂のまちづくりの特徴に、地域内に多くの小さな 
広場がつくられたことが挙げられる。まちの中に点在す
る小さな広場は、防災広場としての機能だけでなく、地 
域のコモンズとして日常的に地域住民の交流の場とな
り、 現代では失われつつあるコミュニティーを再編する
可能性を持っている。住民が主体的にまちづくりに参加
し、 まちと共に生きていこうとする姿勢が形成されるこ
とで、 大規模開発にはない持続可能なまちづくりができ
ることを証明している。
ii. 柏の葉アーバンデザインセンター (UDCK) 
 UDCK の場合、自治体と地域住民だけでなく、民間企 
業と大学が協同して柏の葉地区のまちづくりを進めてい
第３章 イギリスにおける住民主体のマネジメント
１．レッチワース田園都市
ⅱ．ハワードの描く田園都市
  ハワードの構想で特筆すべきは、土地の権利関係とそ 
の管理に関するアイデアである。計画では、田園都市の 
土地は住人の所有ではなく、田園都市を管理・運営する 
自治体によって所有される。借地人である田園都市の住 
人は、地主である自治体に賃料を支払い、自治体はその 
お金を地域の道路や学校などの公共施設の建設と維持管 
理のために使用するのだ。個人が土地所有権を持たない 
仕組みをつくることで、都市全体の持続的なマネジメン 
トが可能であると唱えている。
iii．レッチワース田園都市の創設と変遷 
　レッチワースはハワードの思想の根幹である土地共同 
所有制度を忠実に守り、土地を買うことを選択肢を排除 
ることから、様々な分野の専門的な知識・技術・経験を 
有し、経済的な援助もあるため、計画の実行性が高いこ 
とに特徴がある。公共空間の維持管理については、面的 
で長期的な視野が必要とされるため、管理費コストの削 
減や効率化、施設周辺の私有地の一体した維持管理によ 
る魅力向上と効率化、専門的な知識・技術をもつ専門家 
を地域で育てることも必要である。
図５　スポンジ化する都市
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図４　立地適正化計画
した。土地所有権を第一田園都市株式会社に集約するこ 
とで、賃料から一律の株主配当金を差し引いて残った剰 
余金を、個人ではなく、地域の公的サービスやコミュニ 
ティに還元されることとなった。
ⅴ．レッチワース田園都市は有効か
　田園都市の経営の基盤は土地の価値上昇によって支え 
られていた。東京の既成市街地では新規開発をする余地 
がないため、この手法は使えない。東京における土地の 
価値向上の方策で考えられるのは、既存建物の有効活用 
または共同建て替えによる土地・建物の不動産価値の創 
造の 2 つである。
 　住宅用地からの収益は全体の一部であり、地域に還
元 される費用は商業用地から賄っているという現実が
あり、 住宅地だけでは田園都市論の都市経営は不可能で
あると言わざるを得ない。住宅だけではなく、商業を地
域に取り入れることで安定的な収益を上げることが、地
域経営の観点では求められる。
３．住民主体の土地所有の提案
ⅰ．続・Tokyo Metabolizing 展における提案
　西小山ウォイド・インフラの場合も、地域住民によっ
て構成された組合が地域のマネジメントに関わる制度を
第４章　続・Tokyo Metabolizing 展での実践
１．続・Tokyo Metabolizing 展
ⅱ．都市東京の近未来 /Future City Laboratory.Tokyo
(FCLT) の研究目的
　法政大学に蓄積された多面的な都市研究を用いて、江
戸東京という巨視的な視座をもって、西欧で発達した「現 
代都市」を乗り越える新しい都市の姿を策定している。
ⅲ．続・Tokyo Metabolizing 展
 　法政大学 FCLT は、東京の近未来を描く。近代以前
の「江戸」の社会空間を参照し、そこに存在していた豊
かな 社会的共通資本を召喚することによって、現代社
会に人々の関係性を再構築できないか検証した。
2. 設計手法とプロトタイプモデル
ⅱ．ウォイド・タイポロジー
　東京では建物というソリッドを見ても、時間の中で継 
承する類型を読み取るのは困難だが、建物と建物の間に 
生まれるウォイドに注目すると、地割りや道路パターン 
がつくる江戸東京の都市構造を読み取ることができる。 
それを、建築類型ではなくウォイドのタイポロジーとし
て地図上で調べてみると、江戸東京という時間の中で継 
続する都市構造が読み取れる。
iii．地域多層評価マップ
　東京の木造住宅密集市街地は、防災上の問題や未接道
宅地、老朽家屋など都市の問題群が集積している。この
ようなネガティブな評価と同時に、安定したコニュニテ
ィの存在、庭木などの身近な緑、隙間が多いことで生ま
れる快適な微気候というポジティブな評価も存在する。
ⅳ．パタン・ランゲージ
　地域社会という人々の集合のありかたを構想するとき 
は、単一の価値観で計画を行うことはできない。人々の 
自由が最大化され、なおかつ、人々が集まって生活する 
ことの喜びを最大化するという思想の下で、想定できる 
多様な出来事 ( ランゲージ ) 群のサブセットとして空間 
を浮上させる。ここでは、所有のあいまいな誰でも参加 
できるコモンズを、空間、環境、アクティビティなど、様々 
な容態で出現させる手法を検討している。
ⅴ．ウォイド・インフラ
　木造住宅密集地域では街区の最も奥に未接道宅地があ 
り、そこに空き家・空き地が生まれやすい。この資産価 
値の低い不適格土地を信託方式で共有し、袋小路や路地、 
家と家の隙間の細いウォイドの結節点のような空き家・ 
空き地をその外部性を保持したままウォイド・インフラ 
という小さな原っぱのようなコモンズに作り変えるとい 
う提案である。
［組合システム］
A B C
専門家
所有
利用
取得 ¥
整備 ¥
管理 ¥
組合
街区
定期借地権
取得 ¥ 所有
賃料 ¥
利用
整備 ¥
管理 ¥
整備 ¥
管理 ¥
専門家
住人
組合
街区
利用
専門家
住人
組合
街区
行政
定期借地権
取得 ¥
所有
賃料 ¥
行政
住人
住人
田園都市
株式会社
投資￥
配当金￥
利用
サービス
公的
整備 ￥
管理 ￥
所有
賃料 ￥
［レッチワース田園都市］
図８　レッチワース田園都市関係図
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図１０　地域多層評価マップとパタン • ランゲージ
考える必要がある。
４．制度検討
ⅰ．地域組合
　展示会でのスキームを見直し、まちの中のコモンズを
共有する人間関係や管理・運営の実現にむけて、「地域
組合」という新たなシステムを提案する。
　「地域組合」は、街区の住民を中心に構成された非営
利の組織であり、住民が主体となって、より良い居住環
境を目指して、地域空間の管理・運営を持続的におこな
うために設立される。地域組合の特徴は大きく３つある。
　１つに、組合の設立時に、組合の対象敷地に住む既存
の住民の土地所有権を組合に対して持分と定期借地権を
もって交換することで、組合が街区の土地をまとめて所
有すること。また、地域組合は運営によって得た利益を
街区の管理・運営などの地域サービスとして還元する構
造にある。
　２つ目に、街区の住人以外にも、以前に地域組合の対
象敷地に住んでいた住人や利用していた住人、新しく賃
貸で住む住人、組合の所有する貸し店舗で経営を営むテ
ナント、地域のマネイメントをサポートする専門家や大
学等の研究機関、組合を監査する行政など、様々な関係
者と協力をしながら、組合自らが街区内の空き家等を活
用して、ヴォイド・インフラのようなコモンズを計画・
管理・運営する構造にある。
　３つ目に、地域組合内に「地域基金」を保有し、街区
内のテナント募集や、組合員が街区で新しくビジネスを
始めたい時などに、金銭的に援助する機能を持ち合わせ
ている。地域基金があることで、既存の土地所有者が組
合に所有権を移管する利点を提供するだけでなく、組合
全体で困っている人をサポートする関係が構築され、地
域内のコミュニティ形成にも寄与することを期待してい
る。
　「地域組合」の設立によって、個人の土地所有権を地
域での所有に移し変えることで、個人の限定的な利用か
ら地域全体で有効的に利用できることを証明した。さら
に、住民主体の修復型システムによって地域の継続的な
管理・運営によって、地域の環境改善やコミュニティの
再編、コモンズの構築に寄与するはずだ。
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図１１　地域組合関係図 図１２　ヴォイド・インフラによる地域の再編
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